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未来の決済言語の到来 
バンキング体験の再構築 

グローバルな決済インフラは、単一のメッセージング標準に向かおう
としています。銀行にとっては、大変な取組みとなりそうですが、準
備はできていますか。 

この数十年、ハイバリュー決済およびクロスボーダー決済を支える
フォーマットはバラバラでした。標準やフォーマットが異なるために
相互運用性に欠け、決済処理に相当な遅れと非効率性が見られました。
現在、金融メッセージングは、ISO 20022と呼ばれる1つの世界共通
標準に向かっています。いくつものハイバリュー決済の市場インフラ
がすでにISO 20022への移行を済ませ、さらに多くが2023年までに移
行を計画している中、世界中でこの標準の採用が加速しています。

銀行にとって新標準の導入は、期日の迫りつつあるグローバルな必須
課題です。アジアでは中国本土とインドがすでにISO 20022に移行済
みであり、これに近々中華人民共和国香港特別行政区（SAR）が加わ
ります。主な中央清算機関とSWIFTは2021年に移行を始める計画で
あり、米国、カナダ、英国、ユーロ圏は今後4年間にわたるISO 20022

への移行計画のもとに動き始めています。これらは世界のハイバ
リュー決済の87%以上を占めています。

よりよい言語 

ISO 20022は新たなビジネス言語です。共通のビジネス・ターミノロ
ジーを欠くことは、あらゆるタイプの決済にわたり大きな問題となっ
てきました。ISO 20022は、グローバルに認められる標準によりこの
問題を解決しようとしています。これまで優勢であった旧来の独自清
算標準と比較して、大幅な向上が期待されます。使用するフォーマッ
トは、成熟したテクノロジーとも新興テクノロジーとも互換性のある
主流のXMLですが、このフォーマットは将来の事業変革に適用可能
な拡張性も持っています。
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おそらくさらに重要なのは、銀行および決済への参加者は、この新標準により決済
に関連する背景データをより多く含めることができるようになるということです。
決済当事者の豊かな構造化データ、広範な送金情報が提供され、特殊文字およびよ
り長い文字列が取扱可能となります。 

 

影響の拡大 

導入の利点は明らかかもしれませんが、コンプライアンスへの道のりはそうとはい
えません。ISO 20022は、決済バリューチェーンを支える広範なエコシステムに相
当な変更をもたらします。大半の銀行は、ISO 20022のコンプライアンスを業界に
おける期限前に達成しようとすれば、組織全体にわたり相当な変更を行う必要があ
ることを発見するでしょう。 

たとえば、ISO 20022が自行の顧客とチャネルにどのように影響するかを検討して
みましょう。クライアント・システム、オンライン決済スクリーン、報告ツール、
ユーザーガイドに変更が必要かもしれません。自行の決済指示フォームや開示条件
は新しくする必要があるでしょう。ファイルの直接送信フォーマットの仕様もまた、
変更が必要な可能性が高いと考えられます。 

新たなデータモデルとXML処理を支援するために、金融犯罪対策部門はリスク管理
アプリケーションをどのように新しくするかを考える必要があります。決済処理部
門は、この種の構造化データが自行のストレート・スルー・プロセッシング（STP）
率に及ぼす影響を評価する必要があります。追加の欄の長さと当事者情報に対応す
るために、取引明細書および通知書の構成とフォーマットを新しくする必要があり
ます。その他も含め、組織全体にわたり影響のありうる項目を以下の表にまとめま
した。 

 

 

  

組織全体にわたる影響 

‒ 法人顧客の支払人
および受取人の元
データの質 

‒ 決済の入力画面と
開示条件 

‒ 有価証券／貿易関
連の支払人／ベン
ダー 

顧客とチャネル 内部管理機能 決済処理 会計、報告、例外管理 

‒ 制裁措置、AML、 

不正モデルの変更 

‒ 支払人に関する法
的に正式な名称お
よび住所等のKYC

元データの質 

‒ 取 引 主 体 識 別 子
（LEI）の照会データ
検索機能 

‒ ハイバリュー・シス
テ ム お よ び 清 算
ゲートウェイの変更 

‒ オペレーション部
門における手作業の
介入の削減 

‒ 繰り返し使用する
テンプレートおよび
マッピングの変更 

‒ データ欠落等の管理 

‒ 豊かなISOデータの
アナリティクスに
よるインサイト 

‒ 審査、顧客サービス
チームのISO研修 

‒ MLおよびISO 20022

データに関するミド
ルウェアサポート 

‒ 大 容 量 XML メ ッ
セージに関するスト
レージおよび帯域幅 

‒ XML処理のできな
いシステム 

インテグレーション／ 
インフラ 

「これまでは、標準やフォーマッ
トが異なるために相互運用性に
欠け、これが、決済処理に相当
な遅れと非効率性の原因となっ
ていました。」 
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単なる新標準ではない 

ISO 20022への移行は純粋にコンプライアンスの問題と考えられがちですが、実の
ところ、新標準はほとんどの銀行および金融機関にとって、広範囲に及ぶ高度に戦
略的な意味合いを持っています。実際、ISO 20022の採用は、金融機関が数年来追
求してきた価値付加のチャンスの一部を解き放つかもしれないのです。 

たとえば、新標準が新商品の開発やイノベーションを通じて収益増のチャンスをも
たらす可能性、労働力の削減やメンテナンス費用の削減を通じて効率性を向上させ
る可能性について、容易に想像することができます。オペレーションの生産性向上
やいっそうの自動化のチャンスを創出する可能性があります。顧客体験全体への影
響（決済の拒否が削減され、チャネル体験が改善される）は明らかでしょう。 

ISO 20022への移行を自行のより広範な変革および現代化の推進に利用できるとい
うことに、今や多くの銀行が気づき始めているとしても、驚くことではありません。
そのため一部の銀行は、ISO 20022に対して格段に戦略的なアプローチを取ろうと
しています。 

計画の策定 

この市場の競争の激しさを踏まえると、決済をより広範な事業、インフラ、成長戦
略に統合する方法を再考するために、すべての銀行がISO 20022への移行を活用す
るべきだというのが私たちの見解です。しかし、同じ銀行や金融機関といっても組
織としてさまざまな違いがあり、自行の内部環境や戦略的優先事項に基づいて異な
るアプローチを必要とします。 

狭義の法令遵守のみが長期的成長戦略の実行に必要なすべてであると考える銀行も
あれば、新標準を変革のイネーブラーと確信する銀行もあるでしょう。ISO 20022

は業界において必須要件であり、銀行は従わざるをえませんが1、金融機関がその恩
恵を受け、新標準により可能となる価値付加のチャンスを解き放つために、自行の
戦略的事業変革の触媒としてこれを利用することができると私たちは考えます。 

したがって、最初に行うべきことは、自行の具体的環境および目標に関する基本的
理解の形成に着手するために、ただちに対処すべきコンプライアンス上のニーズと、
決済における長期的な戦略的優先事項の両方（コンプライアンスの期限、費用およ
び利用可能な資源といった各種事項や、その他の「進行中の」取り組みなど）を熟
考することです。そして、当然次のステップは、ISO 20022が自行の「現在の状況」
と「将来像」の計画にどのように影響するかを評価することです。 

1 https://www.iso20022.org/about-iso-20022

「･･･ISO 20022の採用は、金融機
関が数年来追求してきた付加価
値創造の機会を解き放つかもし
れないのです。」 

https://www.iso20022.org/about-iso-20022
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全員が一丸となって 

KPMG米国のプロフェッショナルたちは最近、トップ5に位置するグローバル銀行と
協働して同行のISO 20022への移行計画の策定を支援しました。この協働において、
同行の主なステークホルダーとともに組織全体にわたるISO 20022の影響を評価し
ました。そのうえで、多世代にわたるロードマップと計画を策定し、それらに基づ
き業界の必須条件へのコンプライアンスとともに同行の戦略的な組織変革の達成を
目指しました。 

私たちは、これ――および類似のISO 20022プロジェクト――を通じて、戦略的価
値を解き放つには部門の枠を超えた広範な意識向上とステークホルダーの参加が重
要であることを学びました。多くのステークホルダーを引き込むことができれば、
いっそう多くの価値へのチャンスを見つけることができます。ISO 20022をもっぱ
らコンプライアンスの問題と見る銀行や金融機関は、新標準がもたらす恩恵のすべ
てを獲得できないかもしれません。 

準備しましょう 

結局のところ、ISO 20022は急速に金融メッセージングのグローバル言語となりつ
つあります。これはハイバリュー決済処理のグローバルな標準化が期待される、業
界にとって必須の取組みです。 

ここで重要な問題となるのは、銀行および金融機関がこの移行を価値付加のチャン
スとみなすか、あるいは単に数多あるコンプライアンス案件の1つとみなすかという
ことです。私たちは、戦略的な移行を選択する組織が最も成功するであろうと考え
ています。

ISO 20022がみなさんの組織にどのような影響を及ぼすか、この変化への備えにお
いてKPMGがどのようにお役に立てるかについて、詳しくは以下にお問い合わせく
ださい。 

コンプライアンスと戦略的変革へのアプローチ

‒ 清算による基本的な
ISOの変更 

‒ 決済バリューチェーン
全体にわたる影響の評
価 

‒ ISO への取り組みと重
なる進行中の取組み 

決済処理 
ISO 20022の影響評価 基本的現状認識 

‒ アプリケーションおよ
びインターフェースの
ギャップを特定 

‒ 統合／ミドルウェアおよ
びインフラのギャップ 

‒ オペレーション、サービ
ス提供、報告における
ギャップ

‒ 目標達成のための指針
策定 

‒ ギャップ解消に向けた
内製・ベンダー活用のオ
プション策定 

‒ 推奨オプションの優先
順位付け 

目標達成戦略および 
オペレーティングモデルの 

策定 
ロードマップと 
移行計画の策定 

‒ 目標達成のロードマッ
プ／インプリ計画の策
定 

‒ 進行中のタスクにおけ
るリスクの特定 

‒ 社内外の費用見積もり 
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執筆者 

Chris Hadorn 

KPMG in the US 

E: chrishadorn@kpmg.com 

T: +1 404 979 2317 

金融サービスに20年以上の経験を持ち、KPMGのグローバル決済チームを率いる。
同チームはクライアントを協力し、リアルタイム決済やクロスボーダーの相互運用
を始めとする決済変革ニーズを支援する。 

Courtney H. Trimble 

KPMG in the US 

E: chtrimble@kpmg.com 

T: +1 404 386 7085 

金融サービス業界において決済およびデジタル変革に主導的役割を果たす。専門領
域は、ビジネスモデルおよびオペレーティングモデルの戦略や技術的導入を通じた
ソリューションの開発を含め、グローバルな銀行および金融機関の大規模な変革へ
の取組みを推進することなどである。

Santosh Nair 

KPMG in the US 

E: santoshnair@kpmg.com 

T: +1 224 216 9016 

金融サービスに12年以上の経験を持ち、次世代決済ソリューションの構築とグロー
バル銀行のための大規模な導入支援の指揮を専門とする。決済変革に関するテクノ
ロジー戦略およびソリューション・アーキテクチャの設計などを重点領域とする。

バンキング体験の再構築の動向については、home.kpmg/reshapebankingを
ご参照ください。
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